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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１配向膜と、該第１配向膜上に形成された第２配向膜とを具備し、対象分子の配向を制
御することが可能な配向膜であって、
　前記第１配向膜は、ポリイミドを主体として構成され、ラビング密度が２００以下のラ
ビングにより膜面方向における面内異方性を具備したポリイミド配向膜であり、
　前記第２配向膜は、膜面方向における面内異方性を具備し、その異方性方向が前記第１
配向膜よりも相対的に均一で、当該第１配向膜の異方性方向に沿って配向するように形成
されてなる有機蒸着膜であることを特徴とする配向膜。
【請求項２】
第１配向膜と、該第１配向膜上に形成された第２配向膜とを具備し、対象分子の配向を制
御することが可能な配向膜であって、
　前記第１配向膜は、ポリイミドを主体として構成され、紫外線照射により膜面方向にお
ける面内異方性を具備したポリイミド配向膜であり、
　前記第２配向膜は、膜面方向における面内異方性を具備し、その異方性方向が前記第１
配向膜よりも相対的に均一で、当該第１配向膜の異方性方向に沿って配向するように形成
されてなる有機蒸着膜であることを特徴とする配向膜。
【請求項３】
第１配向膜と、該第１配向膜上に形成された第２配向膜とを具備し、対象分子の配向を制
御することが可能な配向膜であって、
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　前記第１配向膜は、ポリイミドを主体として構成され、イオンビーム照射により膜面方
向における面内異方性を具備したポリイミド配向膜であり、
　前記第２配向膜は、膜面方向における面内異方性を具備し、その異方性方向が前記第１
配向膜よりも相対的に均一で、当該第１配向膜の異方性方向に沿って配向するように形成
されてなる有機蒸着膜であることを特徴とする配向膜。
【請求項４】
第１配向膜と、該第１配向膜上に形成された第２配向膜とを具備し、対象分子の配向を制
御することが可能な配向膜であって、
　前記第１配向膜は、感光性高分子材料を主体として構成され、紫外線照射により膜面方
向における面内異方性が具備された感光性高分子配向膜であり、
　前記第２配向膜は、膜面方向における面内異方性を具備し、その異方性方向が前記第１
配向膜よりも相対的に均一で、当該第１配向膜の異方性方向に沿って配向するように形成
されてなる有機蒸着膜であることを特徴とする配向膜。
【請求項５】
前記第２配向膜が、結晶性含フッ素高分子を主体として構成されていることを特徴とする
請求項１ないし４のいずれか１項に記載の配向膜。
【請求項６】
前記第２配向膜が、ポリオレフィンを主体として構成されていることを特徴とする請求項
１ないし４のいずれか１項に記載の配向膜。
【請求項７】
前記第２配向膜が、ポリアルキルアクリレート若しくはポリアルキルメタクリレートを主
体として構成されていることを特徴とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載の配向
膜。
【請求項８】
第１配向膜と、該第１配向膜上に形成された第２配向膜とを具備し、対象分子の配向を制
御することが可能な配向膜であって、
　前記第１配向膜は、膜面方向における面内異方性を具備し、
　前記第２配向膜は、膜面方向における面内異方性を具備し、その異方性方向が前記第１
配向膜よりも相対的に均一で、当該第１配向膜の異方性方向に沿って配向するように形成
されてなる有機蒸着膜であり、
　前記第２配向膜が、液晶性モノマーを重合してなる液晶性モノマー由来高分子を主体と
して構成されていることを特徴とする配向膜。
【請求項９】
前記液晶性モノマーが、下記一般式（１）、（２）、（３）のいずれかで表される１種若
しくは複数種の化合物を主体として構成されていることを特徴とする請求項８に記載の配
向膜。
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【化１】

【化２】

【化３】

【請求項１０】
請求項１ないし９のいずれか１項に記載の配向膜の形成方法であって、第１配向膜を形成
する第１配向膜形成工程と、前記第１配向膜上に前記第２配向膜を形成する第２配向膜形
成工程とを備え、前記第２配向膜形成工程において、液晶性モノマーを用いたイオン蒸着
法により前記第２配向膜を形成することを特徴とする配向膜の形成方法。
【請求項１１】
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互いに対向する一対の基板間に液晶層が挟持された構成を備える液晶装置であって、前記
一対の基板のうち、少なくとも一方の基板の前記液晶層側最表面に、請求項１ないし９の
いずれか１項に記載の配向膜を備えたことを特徴とする液晶装置。
【請求項１２】
光源と、前記光源からの光を変調する請求項１１に記載の液晶装置からなる光変調手段と
、前記光変調手段により変調された光を投射する投射手段とを備えたことを特徴とする投
射型表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、配向膜、配向膜の形成方法、液晶装置、並びに投射型表示装置に関し、特に、
配向性を付与する対象分子に対し優れた配向規制力を示す配向膜に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
液晶プロジェクタ等の投射型表示装置に搭載される光変調手段や、携帯電話等に搭載され
る直視型表示装置として用いられる液晶装置としては、例えば互いに対向配置された一対
の基板間に液晶層が挟持された構成を具備し、これら基板の液晶層側にはその液晶層に電
圧を印加するための電極が形成されている。このような液晶装置においては、一対の基板
の液晶層側最表面に、電圧無印加時における液晶分子の配列を制御するための配向膜が形
成されており、電圧無印加時、電圧印加時における液晶分子の配列変化に基づいて表示が
行われる構成となっている。このような配向膜としては、ポリイミド膜の表面を布等によ
り所定の方向にラビング処理したものが、液晶配向規制力（液晶配向制御機能）に優れる
ことから広く用いられている。例えば、特許文献１参照。
【０００３】
【特許文献１】
特開平３－２１５８３２号公報
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、このようなポリイミドの配向膜に高い液晶配向規制力を付与させるために
は相対的に強いラビング処理が必要である。具体的には、ラビングの回数、ラビングのロ
ーラ接触長、ローラ半径、ローラ回転数、基板の移動速度等により定められるラビング密
度を所定値以上にする必要があり、このラビング密度を大きくしようとすると、ラビング
スジの発生、発塵、配向膜剥がれ、静電気発生による素子における不具合発生等が問題と
なる場合がある。
【０００５】
また、ポリイミド膜にラビングを施した配向膜以外にも、ポリイミド膜や感光性高分子膜
に対し偏光紫外線を所定方向から照射した配向膜や、斜方蒸着法により酸化珪素等の無機
材料を基板に対し蒸着した配向膜、ポリイミド膜、無機膜あるいはダイヤモンドライクカ
ーボン（ＤＬＣ）にて構成される膜に対しイオンビームを所定方向から照射した配向膜、
指向性スパッタを用いた無機配向膜等も知られている。これら配向膜はラビング処理を必
要とせず上記のようなラビングスジ等の発生はないものの、ポリイミドのラビング処理膜
に比して液晶配向規制力が劣るものである。
【０００６】
本発明の課題は、対象分子に対する高い配向規制力を備えるとともに、配向膜形成時にお
ける素子等への不具合発生の生じ難い配向膜及びその形成方法、さらには配向膜を備えた
液晶装置、並びに該液晶装置を備えた投射型表示装置を提供することにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
上記課題を解決するために、本発明の配向膜は、第１配向膜と、第１配向膜よりも表面側
に形成された第２配向膜とを具備し、対象分子の配向を制御することが可能な配向膜にお
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いて、第１配向膜は、膜面方向における面内異方性を具備するものの、その異方性方向が
前記第２配向膜よりも相対的に不均一とされる一方、第２配向膜は、膜面方向における面
内異方性を具備し、その異方性方向が第１配向膜よりも相対的に均一で、対象分子を実質
的に配向制御するものであることを特徴とする。なお、当該配向膜において配向性を示す
面側、すなわち対象分子層が配設される側を表面側とするものとする。
【０００８】
ここで、本発明に言う異方性は、例えば配向膜を偏光顕微鏡にて観察した際の単結晶性に
て評価することができ、例えば各配向膜を偏光顕微鏡観察した際に、単結晶が比較的同方
向に配列しているものを相対的に均一、比較的同方向に配列していないものを相対的に不
均一とすることができる。また、本発明における第１配向膜と第２配向膜とは、具体的に
はそれぞれ構成成分が異なるものとされ、その構成成分の違いにより両者を区別するもの
とすることができる。
【０００９】
上記本発明の配向膜においては、第１配向膜は第２配向膜に比して異方性の方向が相対的
に不均一なため、その第１配向膜を単独で用いた場合（第２配向膜を形成しないで配向膜
として用いた場合）、配向規制力が弱いものとなり得るが、上記本発明の配向膜において
は、第１配向膜よりも相対的に異方性の方向が均一な第２配向膜により実質的な配向制御
を行っているため、対象分子に対し十分な配向規制を行うことが可能となる。また、第２
配向膜を第１配向膜の面内異方性に沿って自身が配向することが可能な構成とすれば、対
象分子に対し一層高い配向規制を行うことが可能となる。さらに、第１配向膜形成時にも
、例えば強いラビング処理等のような膜を傷めやすい処理を必要とせず、比較的温和な条
件で、ある程度の異方性を膜に付与することで第１配向膜を形成することができる。なお
、上記対象分子としては液晶分子を例示することができ、この場合、本発明の配向膜は液
晶配向膜として機能することとなる。
【００１０】
上記第１配向膜は、ポリイミドを主体として構成され、ラビング密度が２００以下のポリ
イミド配向膜とすることができる。例えばラビング密度が２００以下のポリイミド配向膜
を単独で、第２配向膜を形成しないで配向膜として用いた場合、ラビングスジの発生、発
塵、配向膜剥がれ、静電気発生等（以下、これらをラビング不具合とも言う）が生じ難く
なる一方、対象分子に対する配向規制力が弱いものとなる場合がある。しかしながら、本
発明においては、このようなラビング密度が２００以下の第１配向膜の表面側に第２配向
膜を形成したため、ラビング不具合の発生を抑制しつつ、第２配向膜により対象分子を高
く配向規制することが可能となる。なお、この場合、第２配向膜は第１配向膜の異方性方
向に沿って自身が配向することが可能な構成とすることで、一層高い配向規制力を付与す
ることが可能となる。
【００１１】
上記第１配向膜は、ポリイミド膜や感光性高分子材料を主体として構成され、紫外線照射
により異方性が具備されたものとすることができる。その他にも、第１配向膜としては、
酸化珪素を主体として構成される無機蒸着膜や、ポリイミド膜、無機膜、ダイヤモンドラ
イクカーボンを主体として構成されイオンビーム照射により異方性が具備された膜、ある
いは指向性スパッタを用いた無機膜を採用することもできる。これらの膜を単独で（第２
配向膜を形成しないで）配向膜として用いた場合、ポリイミドのラビング配向膜のような
ラビング不具合の発生等が生じ難くなる一方、対象分子に対する配向規制力が弱いものと
なる場合がある。しかしながら、本発明においては、このような配向規制力の低い第１配
向膜の表面側に、配向規制力の高い第２配向膜を形成したため、ラビング不具合の発生等
を抑制しつつ、第２配向膜により対象分子を高く配向規制することが可能となる。なお、
この場合も、第２配向膜は第１配向膜の異方性方向に沿って自身が配向することが可能な
構成とすることで、一層高い配向規制を行うことが可能となる。
【００１２】
次に、上記第２配向膜は蒸着により第１配向膜上に成膜された有機蒸着膜とすることがで
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きる。本発明の第１配向膜は所定の面内異方性を具備し、この面内異方性を有する第１配
向膜上に有機蒸着膜を形成することで、有機蒸着膜が第１配向膜の面内異方性を備えた表
面に沿って配向され、したがって、その有機蒸着膜により対象分子を配向させることが可
能となる。
【００１３】
上記第２配向膜は、結晶性含フッ素高分子を主体として構成されているものとすることが
できる。結晶性含フッ素高分子は化学的に安定で高い結晶性を備えており、第１配向膜上
に形成することで、その第１配向膜の面内異方性に沿って自身が配向するため対象分子を
高く配向規制することが可能となる。なお、結晶性含フッ素高分子についても蒸着により
第１配向膜上に形成することで、その配向規制力を一層高めることが可能となる。
【００１４】
また、第２配向膜としてはポリオレフィンを主体として構成されているものを採用するこ
ともできる。ポリオレフィンも第１配向膜の面内異方性を備えた表面に沿って高い配向規
制力を備えた状態で形成することが可能である。したがって、このようなポリオレフィン
を主体とする有機配向膜を第１配向膜上に形成した構成の配向膜は対象分子を配向させる
ことが可能なものとなる。なお、ポリオレフィンとしては例えば配向規制力の高いポリエ
チレン等を例示することができ、このポリオレフィンについても蒸着により第１配向膜上
に形成することで、その配向規制力を一層高めることが可能となる。
【００１５】
さらに、第２配向膜としては、液晶性モノマーを重合してなる液晶性モノマー由来高分子
を主体として構成されているものを採用することができる。なお、この場合、液晶性モノ
マーとは、それ自身が液晶相を取り得るもの、あるいはそれ自身は液晶相をとらないが、
液晶相内に混入した際に混合物の液晶状態を失わさせることのないものを意味している。
このような液晶性モノマー由来高分子は、第１配向膜の面内異方性を備えた表面に沿って
自身も配向可能なため、このような第２配向膜を第１配向膜上に形成した配向膜は、対象
分子を高く配向規制することが可能となる。また、このような液晶性モノマー由来高分子
は、液晶性モノマーのイオン蒸着により第１配向膜上に形成することが可能で、具体的に
は液晶性モノマーの一部をイオン化して第１配向膜上に蒸着させ、その第１配向膜上で重
合反応を進行させて液晶性モノマー由来高分子を含む配向膜を形成することが可能である
。したがって、このような第２配向膜は第１配向膜の表面に沿って配向し、その配向に基
づき対象分子に対し高い配向規制力を付与することが可能となる。
【００１６】
具体的に上記液晶性モノマーは、下記一般式（１）、（２）、（３）のいずれかで表され
る１種若しくは複数種の化合物を主体として構成されているものとすることができる。
【００１７】
【化４】
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【００１８】
【化５】

【００１９】
【化６】
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【００２０】
上記一般式（１）、（２）、（３）で表される化合物はいずれも棒状の分子構造を有し、
それ自身が液晶相を形成する液晶性モノマーまたは液晶分子に類似した性質を有するモノ
マーである。また、第１配向膜上にイオン蒸着法によりこれらのモノマーを蒸着すると、
重合反応が進行し、その重合体が第１配向膜の面内異方性を備えた表面に沿って配向しな
がら形成される。しかも、上記一般式（１）、（２）、（３）で表される化合物は、アク
リレート系又はメタクリレート系のモノマーであるため重合反応性にも優れており、第１
配向膜上にイオン蒸着法によりこれらのモノマーを蒸着すると、モノマーが自然に重合し
てポリマー化する。
【００２１】
また、上記第２配向膜は、ポリアルキルアクリレート若しくはポリアルキルメタクリレー
トを主体として構成されているものとすることができ、具体的には、アルキル鎖の炭素数
が５以上のポリ長鎖アルキルアクリレート若しくはポリ長鎖アルキルメタクリレートを主
体として構成されているものとすることができる。この場合、ポリアルキルアクリレート
若しくはポリアルキルメタクリレートは、第１配向膜の面内異方性に沿って配向するため
、このような第２配向膜を含む配向膜は対象分子を高く配向規制することが可能となる。
また、ポリアルキルアクリレート若しくはポリアルキルメタクリレートは、アルキルアク
リレート若しくはアルキルメタクリレートのイオン蒸着により第１配向膜上に形成するこ
とが可能で、このようなポリアルキルアクリレート若しくはポリアルキルメタクリレート
を主体として構成される第２配向膜は、第１配向膜の面内異方性を備える表面に沿って形
成することが可能で、対象分子に対し高い配向規制を行うことが可能となる。
【００２２】
なお、アルキルアクリレート又はアクリルメタクリレートは下記の一般式（１）で表され
るものである。
【００２３】
【化７】
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【００２４】
次に、以上のような本発明の配向膜は、以下のような方法により形成することができる。
すなわち、本発明の配向膜の形成方法は、第１配向膜を形成する第１配向膜形成工程と、
第２配向膜を形成する第２配向膜形成工程とを備え、第２配向膜形成工程において、第２
配向膜を有機材料を用いた蒸着法により形成することを特徴とする。このように第２配向
膜を蒸着法により形成することで、第１配向膜の面内異方性を備えた表面配向に沿って配
向した第２配向膜を得ることが可能となる。
【００２５】
なお、第１配向膜形成工程においては、例えばポリイミド膜に対しラビング密度２００以
下にてラビング処理を行うものとすることができる。ここで、上記ラビング密度は次のよ
うに求めることができる。すなわち、ラビング回数をＮ、ラビングローラの接触長をｌ、
ローラ半径をｒ、ローラ回転数をｎ、ラビング対象物の移動速度をｖとした場合に、ラビ
ング密度Ｌは、Ｌ＝Ｎｌ（１＋２πｒｎ／６０ｖ）にて算出することができる。
【００２６】
第１配向膜形成工程としてはその他にも、ポリイミド膜や感光性高分子材料に紫外線照射
を行なったり、酸化珪素等の無機材料を斜方蒸着法により形成することができ、さらには
ＣＶＤ法（化学的気相成長法）にて形成したダイヤモンドライクカーボン膜やポリイミド
膜、無機膜に対しイオンビームを所定方向から照射したり、指向性スパッタを用いたりす
ることで第１配向膜を形成することもできる。
【００２７】
上記第２配向膜形成工程において、有機材料として液晶性モノマーを用いたイオン蒸着法
により第２配向膜を形成することもできる。この場合、液晶性モノマーの一部がイオン化
された状態で第１配向膜に蒸着され、その第１配向膜上でモノマーの重合が自然に進行す
るものとなる。したがって、簡便に第１配向膜の面内異方性を備える表面に沿って配向し
た第２配向膜を得ることが可能となる。
【００２８】
また、上述の本発明の配向膜を液晶装置に具備させることができる。すなわち、本発明の
液晶装置は、互いに対向する一対の基板間に液晶層が挟持された構成を備え、一対の基板
のうち、少なくとも一方の基板の液晶層側最表面に、上記配向膜を備えたことを特徴とす
る。この場合、基板の液晶層側最表面に上述した本発明の配向膜を備えるものとしたため
、高い液晶配向規制力（液晶配向制御機能）を備えた液晶装置となる。したがって、例え
ば液晶配向規制不足に基づくディスクリネーションの発生を防止ないし抑制することが可
能となるとともに、当該液晶装置を表示装置として用いた場合には、ディスクリネーショ
ン発生によるコントラストの低下を防止することが可能となる。
【００２９】
次に、本発明の液晶装置を備えることにより、以下の本発明の投射型表示装置を提供する
ことができる。すなわち、本発明の投射型表示装置は、光源と、その光源からの光を変調



(10) JP 4178920 B2 2008.11.12

10

20

30

40

50

する本発明の液晶装置からなる光変調手段と、光変調手段により変調された光を投射する
投射手段とを備えたことを特徴とする。この場合、光変調手段が高い液晶配向規制力（液
晶配向制御機能）を備えた液晶装置を含む構成であるため、例えば液晶配向規制不足に基
づくディスクリネーションの発生を防止ないし抑制することが可能となる。また、例えば
光変調手段を構成する液晶装置を、配向膜としてポリイミドのラビング処理膜のみを用い
た構成とした場合には、このポリイミド膜が光や熱により劣化して当該投射型表示装置が
表示不良を生じる場合がある。しかしながら、本発明の投射型表示装置は、上述した本発
明の液晶装置を備えたものであるので、例えば第１配向膜としてポリイミドのラビング処
理膜を用いた場合にも、その第１配向膜の表層側に第２配向膜が形成されているため、光
や熱により配向膜が劣化し難くなり、したがって表示不良が生じにくく、表示品質を長期
に渡って維持することができるようになる。
【００３０】
なお、本明細書において、「主体とする」成分とは、構成成分のうち最も含有量の多い成
分のことを言うものとする。
【００３１】
【発明の実施の形態】
以下、本発明に係る実施形態について図面を参照しつつ説明する。
［液晶装置］
以下に示す本実施形態の液晶装置は、スイッチング素子としてＴＦＴ（Thin Film Transi
stor）素子を用いたアクティブマトリクス型の透過型液晶装置である。また、本実施形態
の液晶装置は、本発明の配向膜を備えたものであり、配向膜の構造が特に特徴的なものと
なっている。
【００３２】
図１は本実施形態の透過型液晶装置の画像表示領域を構成するマトリクス状に配置された
複数の画素におけるスイッチング素子、信号線等の等価回路図である。図２はデータ線、
走査線、画素電極等が形成されたＴＦＴアレイ基板の相隣接する複数の画素群の構造を示
す平面図である。図３は本実施形態の透過型液晶装置の構造を示す断面図であって、図２
のＡ－Ａ’線断面図である。図４は本実施形態の透過型液晶装置に備えられた配向膜を拡
大して示す部分拡大断面図である。なお、図３においては、図示上側が光入射側、図示下
側が視認側（観察者側）である場合について図示している。また、各図においては、各層
や各部材を図面上で認識可能な程度の大きさとするため、各層や各部材毎に縮尺を異なら
せてある。
【００３３】
本実施形態の透過型液晶装置において、図１に示すように、画像表示領域を構成するマト
リクス状に配置された複数の画素には、画素電極９と当該画素電極９への通電制御を行う
ためのスイッチング素子であるＴＦＴ素子３０とがそれぞれ形成されており、画像信号が
供給されるデータ線６ａが当該ＴＦＴ素子３０のソースに電気的に接続されている。デー
タ線６ａに書き込む画像信号Ｓ１、Ｓ２、…、Ｓｎは、この順に線順次に供給されるか、
あるいは相隣接する複数のデータ線６ａに対してグループ毎に供給される。
【００３４】
また、走査線３ａがＴＦＴ素子３０のゲートに電気的に接続されており、複数の走査線３
ａに対して走査信号Ｇ１、Ｇ２、…、Ｇｍが所定のタイミングでパルス的に線順次で印加
される。また、画素電極９はＴＦＴ素子３０のドレインに電気的に接続されており、スイ
ッチング素子であるＴＦＴ素子３０を一定期間だけオンすることにより、データ線６ａか
ら供給される画像信号Ｓ１、Ｓ２、…、Ｓｎを所定のタイミングで書き込む。
【００３５】
画素電極９を介して液晶に書き込まれた所定レベルの画像信号Ｓ１、Ｓ２、…、Ｓｎは、
後述する共通電極との間で一定期間保持される。液晶は、印加される電圧レベルにより分
子集合の配向や秩序が変化することにより、光を変調し、階調表示を可能にする。ここで
、保持された画像信号がリークすることを防止するために、画素電極９と共通電極との間
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に形成される液晶容量と並列に蓄積容量７０が付加されている。
【００３６】
次に、図２に基づいて、本実施形態の透過型液晶装置の平面構造について説明する。図２
に示すように、ＴＦＴアレイ基板上に、インジウム錫酸化物（以下、「ＩＴＯ」と略す）
等の透明導電性材料からなる矩形状の画素電極９（点線部９Ａにより輪郭を示す）が複数
、マトリクス状に設けられており、画素電極９の縦横の境界に各々沿ってデータ線６ａ、
走査線３ａ及び容量線３ｂが設けられている。本実施形態において、各画素電極９及び各
画素電極９を囲むように配設されたデータ線６ａ、走査線３ａ、容量線３ｂ等が形成され
た領域が画素であり、マトリクス状に配置された各画素毎に表示を行うことが可能な構造
になっている。
【００３７】
データ線６ａは、ＴＦＴ素子３０を構成する例えばポリシリコン膜からなる半導体層１ａ
のうち、後述のソース領域にコンタクトホール５を介して電気的に接続されており、画素
電極９は、半導体層１ａのうち、後述のドレイン領域にコンタクトホール８を介して電気
的に接続されている。また、半導体層１ａのうち、後述のチャネル領域（図中左上がりの
斜線の領域）に対向するように走査線３ａが配置されており、走査線３ａはチャネル領域
に対向する部分でゲート電極として機能する。
【００３８】
容量線３ｂは、走査線３ａに沿って略直線状に伸びる本線部（すなわち、平面的に見て、
走査線３ａに沿って形成された第１領域）と、データ線６ａと交差する箇所からデータ線
６ａに沿って前段側（図中上向き）に突出した突出部（すなわち、平面的に見て、データ
線６ａに沿って延設された第２領域）とを有する。そして、図２中、右上がりの斜線で示
した領域には、複数の第１遮光膜１１ａが設けられている。
【００３９】
次に、図３に基づいて、本実施形態の透過型液晶装置の断面構造について説明する。図３
に示すように、本実施形態の透過型液晶装置においては、ＴＦＴアレイ基板１０と、これ
に対向配置される対向基板２０との間に液晶層５０が挟持されている。ＴＦＴアレイ基板
１０は、石英等の透光性材料からなる基板本体１０Ａとその液晶層５０側表面に形成され
たＴＦＴ素子３０、画素電極９、配向膜４０を主体として構成されており、対向基板２０
はガラスや石英等の透光性材料からなる基板本体２０Ａとその液晶層５０側表面に形成さ
れた共通電極２１と配向膜６０とを主体として構成されている。
【００４０】
ＴＦＴアレイ基板１０において、基板本体１０Ａの液晶層５０側表面には画素電極９が設
けられ、各画素電極９に隣接する位置に、各画素電極９をスイッチング制御する画素スイ
ッチング用ＴＦＴ素子３０が設けられている。画素スイッチング用ＴＦＴ素子３０は、Ｌ
ＤＤ（Lightly Doped Drain）構造を有しており、走査線３ａ、当該走査線３ａからの電
界によりチャネルが形成される半導体層１ａのチャネル領域１ａ’、走査線３ａと半導体
層１ａとを絶縁するゲート絶縁膜２、データ線６ａ、半導体層１ａの低濃度ソース領域１
ｂ及び低濃度ドレイン領域１ｃ、半導体層１ａの高濃度ソース領域１ｄ及び高濃度ドレイ
ン領域１ｅを備えている。
【００４１】
上記走査線３ａ上、ゲート絶縁膜２上を含む基板本体１０Ａ上には、高濃度ソース領域１
ｄへ通じるコンタクトホール５、及び高濃度ドレイン領域１ｅへ通じるコンタクトホール
８が開孔した第２層間絶縁膜４が形成されている。つまり、データ線６ａは、第２層間絶
縁膜４を貫通するコンタクトホール５を介して高濃度ソース領域１ｄに電気的に接続され
ている。さらに、データ線６ａ上及び第２層間絶縁膜４上には、高濃度ドレイン領域１ｅ
へ通じるコンタクトホール８が開孔した第３層間絶縁膜７が形成されている。つまり、高
濃度ドレイン領域１ｅは、第２層間絶縁膜４及び第３層間絶縁膜７を貫通するコンタクト
ホール８を介して画素電極９に電気的に接続されている。
【００４２】
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本実施形態では、ゲート絶縁膜２を走査線３ａに対向する位置から延設して誘電体膜とし
て用い、半導体膜１ａを延設して第１蓄積容量電極１ｆとし、更にこれらに対向する容量
線３ｂの一部を第２蓄積容量電極とすることにより、蓄積容量７０が構成されている。
【００４３】
また、ＴＦＴアレイ基板１０の基板本体１０Ａの液晶層５０側表面において、各画素スイ
ッチング用ＴＦＴ素子３０が形成された領域には、ＴＦＴアレイ基板１０を透過し、ＴＦ
Ｔアレイ基板１０の図示下面（ＴＦＴアレイ基板１０と空気との界面）で反射されて、液
晶層５０側に戻る戻り光が、少なくとも半導体層１ａのチャネル領域１ａ’及び低濃度ソ
ース、ドレイン領域１ｂ、１ｃに入射することを防止するための第１遮光膜１１ａが設け
られている。また、第１遮光膜１１ａと画素スイッチング用ＴＦＴ素子３０との間には、
画素スイッチング用ＴＦＴ素子３０を構成する半導体層１ａを第１遮光膜１１ａから電気
的に絶縁するための第１層間絶縁膜１２が形成されている。さらに、図２に示したように
、ＴＦＴアレイ基板１０に第１遮光膜１１ａを設けるのに加えて、コンタクトホール１３
を介して第１遮光膜１１ａは、前段あるいは後段の容量線３ｂに電気的に接続するように
構成されている。
【００４４】
さらに、ＴＦＴアレイ基板１０の液晶層５０側最表面、すなわち、画素電極９及び第３層
間絶縁膜７上には、電圧無印加時における液晶層５０内の液晶分子の配向を制御する配向
膜４０が形成されている。
【００４５】
他方、対向基板２０には、基板本体２０Ａの液晶層５０側表面であって、データ線６ａ、
走査線３ａ、画素スイッチング用ＴＦＴ素子３０の形成領域に対向する領域、すなわち各
画素部の開口領域以外の領域に、入射光が画素スイッチング用ＴＦＴ素子３０の半導体層
１ａのチャネル領域１ａ’や低濃度ソース領域１ｂ、低濃度ドレイン領域１ｃに侵入する
ことを防止するための第２遮光膜２３が設けられている。さらに、第２遮光膜２３が形成
された基板本体２０Ａの液晶層５０側には、そのほぼ全面に渡って、ＩＴＯ等からなる共
通電極２１が形成され、その液晶層５０側には、電圧無印加時における液晶層５０内の液
晶分子の配向を制御する配向膜６０が形成されている。
【００４６】
上述したように、本実施形態においては、配向膜４０、６０の構造が特に特徴的なものと
なっている。以下、図４に基づいて、配向膜４０、６０の構造及びその形成方法について
説明する。なお、図４は、配向膜４０（６０）を拡大して示す部分断面図であり、図示上
側が液晶層５０に接する側である。また、本実施形態では、ＴＦＴアレイ基板１０側の配
向膜４０と対向基板２０側の配向膜６０とは同一の構造を有するものとなっている。
【００４７】
図４に示すように、配向膜４０（６０）は、液晶層５０側とは反対側に位置する第１配向
膜層４１と、該第１配向膜層４１上に形成され配向膜４０（６０）の液晶層５０側に位置
する第２配向膜層４２とを具備して構成されている。第１配向膜層４１は、本実施形態で
はラビング密度が２００以下のポリイミド配向膜を主体として構成され、第２配向膜層４
２はアクリル系モノマー（メタクリル系モノマーを含む）をイオン蒸着法により薄膜形成
した高分子膜であり、具体的には、下記の一般式（１）、（２）、（３）、（４）に示す
液晶相を形成し得るモノマー、若しくは自身の液晶相への添加により液晶状態を失わせる
ことのないモノマー、若しくは長鎖アルキルアクリルモノマー（長鎖アルキルメタクリル
モノマー）をイオン蒸着により蒸着しポリマー化した高分子膜を主体として構成されてい
る。
【００４８】
【化８】
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【００４９】
【化９】

【００５０】
【化１０】
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【００５１】
【化１１】

【００５２】
本実施形態では、第１配向膜層４１は面内異方性を備えているものの、第２配向膜層４２
に比してその異方性の方向が相対的に不均一な低配向膜層とされている。一方、第２配向
膜層４２は、第１配向膜層４１の異方性の方向に沿って配向しながら蒸着され、自身のも
つ高い結晶性（配向性）により第１配向膜層４１に比して異方性の方向が相対的に均一な
高配向膜層となる。図７は、第１配向膜層４１及び第２配向膜層４２における膜面方向に
おける面内異方性について、膜表面を偏光顕微鏡にて観察して結果を模式的に示す説明図
である。ここで、図面中符号７１，７３で示す実線の延在する方向は異方性の方向を示し
、符号７２，７４で示す円の大きさは異方性の大きさを示している。このように、図７（
ａ）の第１配向膜では異方性の方向が、図７（ｂ）の第２配向膜に比較して不均一とされ
、その異方性が小さいものとされている一方、図７（ｂ）の第２配向膜では、異方性の方
向が均一で、しかもその異方性が大きいものとされている。
【００５３】
したがって、第２配向膜層４２は、その配向した表面形状及び構成する有機分子と液晶層
５０の液晶分子との分子間相互作用によって高い液晶配向制御機能を発現するものとなっ
ている。この場合、第１配向膜層４１は、第２配向膜層４２の方向性付与用配向膜として
機能しており、液晶層５０の液晶分子を実質的に配向制御しないものであり、第２配向膜
層４２は第１配向膜層４１の異方性に基づいて自身が配向する高配向性層であって、液晶
層５０の液晶分子を実質的に配向制御する機能を具備している。
【００５４】
上記のような配向膜４０（６０）の形成方法は、第１配向膜層形成工程と、その後に行わ
れる第２配向膜層形成工程とを含むものとされている。具体的には、石英等からなる透明
基板上に遮光膜、第１層間絶縁膜、半導体層、チャネル領域、低濃度ソース領域、低濃度
ドレイン領域、高濃度ソース領域、高濃度ドレイン領域、蓄積容量電極、絶縁薄膜、走査
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線、容量線、第２層間絶縁膜、データ線、第３層間絶縁膜、コンタクトホール、画素電極
等を従来と同様の方法（例えばフォトリソグラフィ法）などにより形成したプレ基板を用
意し、そのプレ基板に対して配向膜４０（６０）を形成する。
【００５５】
具体的には、上記画素電極等が形成されたプレ基板の表面に対して、まず第１配向膜層形
成工程を行う。本実施形態では、ポリイミド膜を塗布乾燥により形成し、そのポリイミド
膜表面を所定方向に搬送しながら、柔らかい布等でできたローラにより一方向に擦る操作
（ラビング）を施すことにより、第１配向膜としてのポリイミド配向膜が形成される。こ
こで、本実施形態においては、過度のラビングによる配向膜の劣化を避けるために、ラビ
ング密度の値を２００以下としてラビングを行った。ラビング密度Ｌは、ラビング回数を
Ｎ、ラビングローラの接触長をｌ、ローラ半径をｒ、ローラ回転数をｎ、ラビング対象物
の移動速度をｖとして、Ｎｌ×（１＋２πｒｎ／６０ｖ）にて算出される値である。この
ようにラビング密度を２００以下とすることで、過度のラビングによるラビングスジの発
生、発塵、配向膜剥がれ、静電気発生等を防止ないし抑制することができ、配向の比較的
低いポリイミド配向膜が形成されることとなる。
【００５６】
続いて第２配向膜層形成工程においては、本実施形態ではイオン蒸着法により第２配向膜
層４２を形成するものとしている。図５は、イオン蒸着装置１００の構造を模式的に示し
たものである。イオン蒸着装置１００には、真空ポンプに接続され、内部を減圧状態（真
空状態）とすることができる蒸着室１０１が備えられており、この蒸着室１０１内の下方
に、化８～化１１に示した一般式（１）～（４）で表されるアクリルモノマー等の蒸着材
料２０１を入れる蒸着材料容器１０２が備えられていると共に、その容器１０２の上方に
、上述の第１配向膜が形成されたプレ基板２００を設置することができるように構成され
ている。なお、プレ基板２００は、第１配向膜が形成された側を容器１０２側に向けて設
置するものとされている。
【００５７】
蒸着材料容器１０２内の蒸着材料２０１は加熱されて蒸発（揮発）し、蒸発した蒸着材料
２０１は図示上方に導かれ、イオン化部１０３を通過する際に蒸着材料２０１の一部がイ
オン化される。また、イオン化部１０３と被蒸着基板２００との間には電界がかけられて
おり、イオン化された蒸着材料２０１は電界により加速されて被蒸着基板２００に蒸着さ
れるように構成されている。なお、イオン化部１０３では、蒸着材料２０１に電圧を印加
することにより、蒸着材料２０１をイオン化することができるようになっている。
【００５８】
すなわち、イオン蒸着法は、蒸着材料２０１を蒸発させた後、一部イオン化し、イオン化
された蒸着材料２０１を加速させて、プレ基板２００に蒸着する方法である。この方法に
よれば、イオン化部１０３でのイオン化条件や、イオン化された蒸着材料２０１の加速条
件を制御することにより、蒸着材料２０１のプレ基板２００（詳しくはプレ基板２００上
の第１配向膜層）への蒸着を制御することができるため、他の蒸着法に比較して、蒸着材
料２０１の被蒸着基板２００への蒸着条件を制御しやすい。このように、イオン蒸着法で
は、蒸着条件を制御しやすいため、第１配向膜層の表面配向に沿って有機蒸着膜（第２配
向膜）を形成することが可能となる。
【００５９】
ここで、蒸着材料として、上記化８～化１１に示した一般式（１）～（４）で表されるア
クリルモノマーを用い、このアクリルモノマーを蒸発させた後、一部イオン化し、イオン
化されたモノマーを上記第１配向膜層に蒸着するものとしている。イオン化されたモノマ
ーは活性が高いので、第１配向膜層上に蒸着されたモノマーの重合反応が自然に進行して
ポリマー化し、上記一般式（１）～（４）で表されるモノマーを重合したポリマーを主体
として構成される第２配向膜が形成される。
【００６０】
また、上記化８～化１０に示した一般式（１）～（３）で表されるアクリルモノマーは、
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液晶相を示す若しくは液晶相への添加により液晶状態を失わせない液晶性モノマーとされ
ている。これら液晶性モノマーは第１配向膜層の表面配向に沿って配向しながら蒸着して
ポリマー化するので、第１配向膜層の配向方向に異方性を備える第２配向膜層４２を形成
することができる。したがって、形成される第２配向膜層４２を構成する有機高分子の配
向性を、液晶性を示さないモノマー用いた場合に比して高くすることができるため、第２
配向膜層を構成する有機高分子と液晶分子との分子間相互作用をより高くすることができ
、液晶配向制御機能により優れた第２配向膜層を形成することができる。
【００６１】
なお、上記化８に示した一般式（１）で表される化合物としては、具体的には、表１又は
表２に示す化合物Ｍ１～Ｍ２５（ロディック株式会社のＵＶキュアラブル液晶）等を例示
することができる。また、上記化９に示した一般式（２）で表される化合物としては、具
体的には、表３又は表５に示す化合物Ｍ２６～Ｍ３３、Ｍ３８～Ｍ４５等を例示すること
ができる。上記化１０に示した一般式（３）で表される化合物としては、具体的には、表
４又は表６に示す化合物Ｍ３４～Ｍ３７、Ｍ４６～Ｍ５１等を例示することができる。
【００６２】
【表１】
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【００６３】
【表２】
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【００６４】
【表３】
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【００６５】
【表４】
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【表５】
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【表６】
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【００６８】
以上のように、本実施形態では、配向膜４０，６０を、第１配向膜層４１上に、この第１
配向膜よりも配向性の高い第２配向膜層４２を第１配向膜層４１の表面配向に沿って形成
した。このような配向膜４０，６０は、高い配向性を示すとともに、光及び熱に対する安
定性にも優れたものであり、したがって本実施形態の液晶装置は、高い液晶配向規制力（
液晶配向制御機能）を長期に渡って維持することができるものとなる。
【００６９】
なお、第１配向膜層４１としては、ポリイミド膜を用い、このポリイミド膜を形成した基
板に対し例えば２５７ｎｍ程度の直線偏光した紫外線を垂直に照射することによっても、
第１配向膜層を得ることができる。また、感光性高分子材料を主体として構成された感光
性高分子膜に対し、紫外線照射することにより得た配向膜（光配向膜）により構成するこ
ともできる。この場合、例えば感光性高分子膜としては、例えばポリビニルシンナメート
膜にて構成することが可能である。
【００７０】
また、第１配向膜層４１としては、無機材料の斜方蒸着膜により構成することもできる。
無機材料としては例えば酸化珪素を用いることができ、この場合の斜方蒸着膜の形成方法
について図６を参照しつつ説明する。図６は、斜方蒸着膜形成に用いる斜方蒸着装置３０
０の外観を模式的に示す説明図である。この蒸着装置３００は、酸化珪素の蒸気を生じさ
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せる蒸着源３０２と、酸化珪素の蒸気が流通可能な開口部３０３ａを備える蒸気流通部３
０３と、上記プレ基板２００を蒸着源３０２に対して所定角度傾斜させて配設する基板配
設部３０７とを具備する蒸着室３０８、蒸着室３０８を真空にするための真空ポンプ３１
０を備えている。この場合の蒸着方法は、まず、真空ポンプ３１０を作動させると、蒸着
室３０８が真空化し、さらに加熱装置（図示略）により蒸着源３０２を加熱すると蒸着源
３０２から酸化珪素の蒸気が発生する。そして、蒸着源３０２から発生した酸化珪素の蒸
気流は、開口部３０３ａを通過し、所定の角度（蒸着角）でプレ基板２００の表面に蒸着
されるものとされている。なお、この場合、酸化珪素の柱状構造物が所定方向に配向した
構成を具備しており、その柱状構造物により所定の配向規制力が得られるものとされてい
る。
【００７１】
さらに、第１配向膜層４１としては、ダイヤモンドライクカーボン（ＤＬＣ）膜をイオン
ビーム照射により配向させた配向膜により構成することもできる。この場合、プレ基板２
００にＣＶＤ法によりＤＬＣ膜を成膜し、その後、イオンビームを４０°の方向から照射
して配向膜（イオンビーム配向膜）を得ることができる。またイオンビームを照射する膜
としてポリイミド膜、無機膜等を用いることもできる。さらに指向性スパッタを用いた膜
を第１配向膜層４１として用いることもできる。
【００７２】
これらラビング密度の低いポリイミド膜、又はポリイミド若しくは感光性高分子の光配向
膜、又は無機材料の斜方蒸着膜、又はポリイミド膜若しくは無機膜、ＤＬＣ等のイオンビ
ーム配向膜のいずれかにより構成される第１配向膜層４１を単独で、すなわち第２配向膜
層４２を形成しないで液晶装置の配向膜として用いた場合、ポリイミドのラビング配向膜
のようなラビングスジ発生、配向膜剥がれ等のラビング不具合が発生し難くなる一方、液
晶分子に対する配向規制力が弱いものとなる場合がある。しかしながら、本実施形態にお
いては、このような配向規制力の低い第１配向膜層４１の表面側に、配向規制力の高い第
２配向膜層４２を形成する構成としたため、ラビング不具合の発生等を抑制しつつ、第２
配向膜層４２により液晶分子を高く配向規制することが可能となる。
【００７３】
なお、本実施形態では、ＴＦＴアレイ基板１０と対向基板２０の双方の配向膜４０、６０
を上述の構成としたが、本発明はこれに限定されるものではなく、少なくとも一方の基板
の配向膜を上述の構成とすることにより、液晶分子の配向規制に優れた配向膜を備えた液
晶装置を提供することができる。但し、双方の基板の配向膜を上述の構成とすることによ
り、液晶分子の配向規制に一層優れた液晶装置を提供することができることは言うまでも
ない。
【００７４】
また、本実施形態では、ＴＦＴ素子を用いたアクティブマトリクス型液晶装置についての
み説明したが、本発明はこれに限定されるものではなく、ＴＦＤ（Thin-Film Diode）素
子を用いたアクティブマトリクス型液晶装置やパッシブマトリクス型液晶装置等にも適用
可能である。また、本実施形態では、透過型液晶装置についてのみ説明したが、本発明は
これに限定されるものではなく、反射型や半透過反射型の液晶装置にも適用可能である。
このように、本発明は、いかなる構造の液晶装置にも適用することができる。
【００７５】
次に、本実施形態では、第２配向膜層４２の形成工程においてはイオン蒸着法を用いてお
り、蒸着材料として上記アクリルモノマーを用いて第１配向膜層４１上で重合を進行させ
るため、形成される第２配向膜層４２を構成する高分子の高分子量化が可能である。高分
子は分子量が大きくなる程、配向性が高くなり、しかも高分子量のものほど、熱や光等に
対して安定になるので、蒸着材料として上記アクリルモノマーを用いるイオン蒸着法を採
用することにより、配向規制力に優れ、光や熱に対する安定性により優れた第２配向膜層
４２を形成することができる。
【００７６】
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第２配向膜層４２の形成方法としては、上記アクリルモノマーのイオン蒸着法以外にも、
例えば有機高分子を直接蒸着させることもできる。この場合、有機高分子の分子量が大き
くなると蒸着が困難となるため、使用する高分子の分子量は数千程度、具体的には２００
０～１００００程度が好ましい。このような有機高分子としては、例えばポリスチレン、
ポリエチレンや、ポリテトラフルオロエチレン（以下、「ＰＴＦＥ」と略す。）等のフッ
素系高分子を例示することができ、特に、フッ素系高分子は結晶性が高いため、好適であ
る。
【００７７】
［電子機器］
上記実施の形態の液晶装置を備えた電子機器の例について説明する。
図８（ａ）は、携帯電話の一例を示した斜視図である。図８（ａ）において、符号５００
は携帯電話本体を示し、符号５０１は上記実施形態の液晶装置を用いた液晶表示部を示し
ている。
【００７８】
図８（ｂ）は、ワープロ、パソコンなどの携帯型情報処理装置の一例を示した斜視図であ
る。図８（ｂ）において、符号６００は情報処理装置、符号６０１はキーボードなどの入
力部、符号６０３は情報処理装置本体、符号６０２は上記実施形態の液晶装置を用いた液
晶表示部を示している。
【００７９】
図８（ｃ）は、腕時計型電子機器の一例を示した斜視図である。図８（ｃ）において、符
号７００は時計本体を示し、符号７０１は上記実施形態の液晶装置を用いた液晶表示部を
示している。
【００８０】
このように図８に示す電子機器は、上記実施形態の液晶装置を用いた液晶表示部を備えて
いるので、液晶層を構成する液晶分子に対する配向規制力が高く、例えば液晶配向規制不
足に基づくディスクリネーションの発生が防止ないし抑制され、コントラストの低下が生
じ難くなる。
【００８１】
［投射型表示装置］
次に、上記実施形態の液晶装置を光変調手段として備えた投射型表示装置の構成について
、図９を参照して説明する。図９は、上記実施形態の液晶装置を光変調装置として用いた
投射型表示装置の要部を示す概略構成図である。図９において、８１０は光源、８１３、
８１４はダイクロイックミラー、８１５、８１６、８１７は反射ミラー、８１８は入射レ
ンズ、８１９はリレーレンズ、８２０は出射レンズ、８２２、８２３、８２４は液晶光変
調装置、８２５はクロスダイクロイックプリズム、８２６は投射レンズを示す。
【００８２】
光源８１０はメタルハライド等のランプ８１１とランプの光を反射するリフレクタ８１２
とからなる。青色光、緑色光反射のダイクロイックミラー８１３は、光源８１０からの光
束のうちの赤色光を透過させるとともに、青色光と緑色光とを反射する。透過した赤色光
は反射ミラー８１７で反射されて、上記実施形態の液晶装置を備えた赤色光用液晶光変調
装置８２２に入射される。一方、ダイクロイックミラー８１３で反射された色光のうち緑
色光は緑色光反射のダイクロイックミラー８１４によって反射され、上記実施形態の液晶
装置を備えた緑色光用液晶光変調装置８２３に入射される。なお、青色光は第２のダイク
ロイックミラー８１４も透過する。青色光に対しては、光路長が緑色光、赤色光と異なる
のを補償するために、入射レンズ８１８、リレーレンズ８１９、出射レンズ８２０を含む
リレーレンズ系からなる導光手段８２１が設けられ、これを介して青色光が上記実施形態
の液晶装置を備えた青色光用液晶光変調装置８２４に入射される。赤色光用液晶光変調装
置８２２、緑色光用液晶光変調装置８２３、青色光用液晶光変調装置８２４の前後にはそ
れぞれ入射側偏光板８２２ａ、８２３ａ、８２４ａと出射側偏光板８２２ｂ、８２３ｂ、
８２４ｂが設置されている。入射側偏光板で直線偏光となった光は液晶光変調装置により
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変調された後、出射側偏光板を通過するが、この時決められた振動方向の光しか透過でき
ないため調光が可能となる。
【００８３】
各光変調装置と２枚の偏光板により調光された３つの色光はクロスダイクロイックプリズ
ム８２５に入射する。このプリズムは４つの直角プリズムが貼り合わされ、その内面に赤
光を反射する誘電体多層膜と青光を反射する誘電体多層膜とが十字状に形成されている。
これらの誘電体多層膜によって３つの色光が合成されて、カラー画像を表す光が形成され
る。合成された光は、投写光学系である投写レンズ８２６によってスクリーン８２７上に
投写され、画像が拡大されて表示される。
【００８４】
上記構造を有する投射型表示装置は、上記実施形態の液晶装置を備えたものであるので、
液晶層を構成する液晶分子に対する配向規制力が高く、さらに光や熱に対する耐久性に優
れた表示装置となる。
【００８５】
【実施例】
次に、本発明に係る実施例、及び比較例について説明する。
（比較例１）
まず、電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）
、及び対向基板上に、ポリイミド溶液をスピンコートにより塗布し、プレベーク（８０℃
、１０ｍｉｎ）で溶剤を揮発させた後、１８０℃で１時間焼成し、ポリイミド膜を膜厚約
２５ｎｍ程度（５～５０ｎｍが好ましく、さらに好ましくは１５～３０ｎｍ程度）で形成
するとともに、ラビング密度２００にてラビング処理を行い、低ラビング密度ポリイミド
配向膜を形成した。
【００８６】
このようにして作製した低ラビング密度ポリイミド配向膜を備える２枚の基板をセルギャ
ップ５μｍとして貼着した後、基板間にフッ素系の液晶を注入して封止し、アクティブマ
トリクス型の透過型液晶装置を作製した。なお、２枚の基板は、その配向方向を各々９０
°ずらして貼着し、ＴＮ（Twisted Nematic）モードの液晶表示装置を作製した。
【００８７】
（比較例２）
比較例１と同様に、電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板
（プレ基板）、及び対向基板上に、ポリイミド溶液をスピンコートにより塗布し、プレベ
ーク（８０℃、１０ｍｉｎ）で溶剤を揮発させた後、１８０℃で１時間焼成し、ポリイミ
ド膜を膜厚約２５ｎｍ程度（５～５０ｎｍが好ましく、さらに好ましくは１５～３０ｎｍ
程度）で形成するとともに、この膜付き基板に２５７ｎｍの直線偏光した紫外線を基板に
対して垂直に照射する。次に、偏光方向を９０°回転させ、さらに偏光方向を含む面内で
照射方向を回転し、２回目の照射を行った。このように光照射により形成した光配向膜を
備える２枚の基板を用いて、比較例１と同様に液晶層を挟持させ、ＴＮモードの液晶表示
装置を作製した。
【００８８】
（比較例３）
比較例１と同様に、電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板
（プレ基板）、及び対向基板上に、ポリイミド溶液をスピンコートにより塗布し、プレベ
ーク（８０℃、１０ｍｉｎ）で溶剤を揮発させた後、１８０℃で１時間焼成し、ポリイミ
ド膜を膜厚約２５ｎｍ程度（５～５０ｎｍが好ましく、さらに好ましくは１５～３０ｎｍ
程度）で形成するとともに、この膜付き基板にアルゴンイオンビームを基板に対して１５
°の角度から３００ｅＶの加速電圧で照射した。このようにイオンビーム照射により形成
した配向膜を備える２枚の基板を用いて、比較例１と同様に液晶層を挟持させ、ＴＮモー
ドの液晶表示装置を作製した。
【００８９】
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（比較例４）
比較例１と同様に、電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板
（プレ基板）、及び対向基板上に、ポリビニルシンナメート溶液をスピンコートにより塗
布し、プレベーク（８０℃、１０ｍｉｎ）で溶剤を揮発させ、ポリビニルシンナメート膜
を膜厚約２５ｎｍ程度（５～５０ｎｍが好ましく、さらに好ましくは１５～３０ｎｍ程度
）で形成するとともに、この膜付き基板に２５７ｎｍの直線偏光した紫外線を基板に対し
て垂直に照射した。このように光照射により形成した光配向膜を備える２枚の基板を用い
て、比較例１と同様に液晶層を挟持させ、ＴＮモードの液晶表示装置を作製した。
【００９０】
（比較例５）
電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）、及び
対向基板上に、図６に示す斜方蒸着装置３００を用いてＳｉＯの斜表蒸着膜を形成した。
具体的には、これら基板の垂直方向から６０°傾けた方向からＳｉＯの斜方蒸着膜を膜厚
約２０ｎｍ形成し、さらにその後、蒸着ビームの方向を９０°変えて、基板の垂直方向か
ら８０°傾けた方向から同じくＳｉＯの斜方蒸着膜を膜厚約０．３ｎｍ形成した。このよ
うなＳｉＯ斜方蒸着膜を備える２枚の基板を用いて、比較例１と同様に液晶層を挟持させ
、ＴＮモードの液晶表示装置を作製した。
【００９１】
（比較例６）
電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）、及び
対向基板上に、蒸着あるいはスパッタによりＳｉＯ２の膜を膜厚約２０ｎｍにて形成し、
この膜付き基板にアルゴンイオンビームを基板に対して１５°の角度から３００ｅＶの加
速電圧で照射した。このようにイオンビーム照射により形成した無機配向膜を備える２枚
の基板を用いて、比較例１と同様に液晶層を挟持させ、ＴＮモードの液晶表示装置を作製
した。
【００９２】
（比較例７）
電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）、及び
対向基板上に、ミラートロンスパッタ（指向性スパッタ）ＳｉＯ２の膜を膜厚約２０ｎｍ
形成し、このように形成した無機配向膜を備える２枚の基板を用いて、比較例１と同様に
液晶層を挟持させ、ＴＮモードの液晶表示装置を作製した。
【００９３】
（比較例８）
電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）、及び
対向基板上に、ＣＶＤ法（化学的気相成長法）によりＤＬＣ（ダイヤモンドライクカーボ
ン）膜を膜厚約１０ｎｍ程度で形成するとともに、この膜付き基板にイオンビームを基板
に対して４０°の方向から照射した。このようにＤＬＣに対するイオンビーム照射により
形成したＤＬＣ配向膜を備える２枚の基板を用いて、比較例１と同様に液晶層を挟持させ
、ＴＮモードの液晶表示装置を作製した。
【００９４】
（実施例１）
電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）、及び
対向基板上に、比較例１～８の処理をそれぞれ行って一対の第１配向膜層を８種類形成し
た後、蒸着材料として数平均分子量２０００のＰＴＦＥを用いて蒸着を行い、膜厚約５０
ｎｍのＰＴＦＥ膜（第２配向膜）を各第１配向膜層上にそれぞれ形成した。このように各
第１配向膜上にＰＴＦＥ蒸着膜を備える基板を用いて、同種の第１配向膜を備えた一対の
基板により、比較例１と同様に液晶層を挟持させ、ＴＮモードの液晶表示装置を８種類作
製した。
【００９５】
（実施例２）



(27) JP 4178920 B2 2008.11.12

10

20

30

40

50

電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）、及び
対向基板上に、比較例１～８の処理をそれぞれ行って一対の第１配向膜層を８種類形成し
た後、蒸着材料として上記表４のＭ３４に示したビフェニル－４，４’－ジメタクリレー
トを用いてイオン蒸着法により蒸着を行い、膜厚約５０ｎｍのポリマー化した第２配向膜
を各第１配向膜層上にそれぞれ形成した。このように各第１配向膜上にイオン蒸着膜を備
える基板を用いて、同種の第１配向膜を備えた一対の基板により、比較例１と同様に液晶
層を挟持させ、ＴＮモードの液晶表示装置を８種類作製した。
【００９６】
（実施例３）
電極やＴＦＴ素子等の配向膜以外の必要な要素を形成したガラス基板（プレ基板）、及び
対向基板上に、比較例１～８の処理をそれぞれ行って一対の第１配向膜層を８種類形成し
た後、蒸着材料として数平均分子量２０００のポリエチレン（ＰＥ）を用いて蒸着を行い
、膜厚約５０ｎｍのＰＥ膜（第２配向膜）を第１配向膜層上にそれぞれ形成した。このよ
うに各第１配向膜上にＰＥ蒸着膜を備える基板を用いて、同種の第１配向膜を備えた一対
の基板により、比較例１と同様に液晶層を挟持させ、ＴＮモードの液晶表示装置を８種類
作製した。
【００９７】
（表示特性評価）
上記のような実施例１～３、及び従来例１～８にて得られた各液晶表示装置について表示
特性を観察した。その結果、実施例１～３にて得られた各液晶表示装置の表示特性は、従
来例１～８にて得られた液晶装置よりもコントラストの向上が確認され、実施例１～３の
配向膜が十分な液晶配向制御機能を具備していることが判明した。
【００９８】
（配向性評価）
上記のような実施例１～３における各第１配向膜層上に第２配向膜層が形成された構成の
各配向膜、及び従来例１～８において形成される構成の配向膜について偏光顕微鏡にて表
面配向性（異方性）を観察した。その結果、実施例１～３にて得られた配向膜は、従来例
１～８にて得られた配向膜よりも異方性の方向がより均一であることが確認された。
【００９９】
（耐久性評価）
上記のような実施例１～３、及び従来例１～８にて得られた液晶表示装置の耐久性試験を
行った。すなわち、各実施例及び従来例にて得られた液晶装置を６０℃の温度下で、４０
ｌｍ／ｍｍ２の光束密度の可視光を照射した時の、印加電圧（Ｖ）と光透過率（Ｔ）との
間の関係、すなわちＶ／Ｔ曲線を経時的に測定し、印加電圧が低い時の光透過率が大きく
変動し、Ｖ／Ｔ曲線が大きく変動するまでの耐久時間を測定した。その結果、実施例１～
３にて得られた液晶表示装置の耐久時間は、従来例１～８にて得られた液晶表示装置の耐
久時間に比較して、各々約２倍であり、第１配向膜（特にポリイミド膜等の高分子膜）上
に第２配向膜を形成することによって、配向膜の耐久性を大幅に向上できることが判明し
た。
【０１００】
【発明の効果】
以上詳細に説明したように、本発明によれば、液晶分子等の対象分子に対する高い配向規
制力を備えた配向膜を提供することができる。また、本発明の配向膜は、膜自身に対して
配向規制力を持たせるための処理を温和な表件にて行えるため、配向膜形成時に、膜の劣
化を引き起こす等の不具合が発生し難く、したがって欠陥の少ない信頼性の高い配向膜と
なる。また、本発明の配向膜を備えることにより、液晶の配向性が高くコントラストの低
下が生じ難い液晶装置を提供することができる。さらに、本発明の液晶装置を備えること
により、表示特性に優れた投射型表示装置を提供することができる。なお、本発明の配向
膜が適用できる液晶装置は、偏光板を用いた液晶装置に限らず、例えば高分子が液晶分子
中に分散された形態の液晶装置等にも適用ができる。すなわち、本発明の配向膜は、対象



(28) JP 4178920 B2 2008.11.12

10

分子（実施例では液晶分子を例示）を配向させることが必要な液晶装置には広く適用でき
るものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の一実施形態たる液晶装置におけるスイッチング素子、信号線等の等価
回路図。
【図２】　図１の液晶装置のＴＦＴアレイ基板の相隣接する複数の画素群の構造を示す平
面図。
【図３】　図１の液晶装置についてその要部の構造を示す断面図。
【図４】　図１の液晶装置に備えられた配向膜の構造を示す拡大断面図。
【図５】　イオン化蒸着装置の構成を模式的に示す図。
【図６】　斜方蒸着装置の構成を模式的に示す図。
【図７】　第１配向膜層及び第２配向膜層における膜面方向における面内異方性について
模式的に示す説明図。
【図８】　本発明に係る電子機器について幾つかの例を示す斜視図。
【図９】　本発明に係る投射型表示装置についての一例を示す図。
【符号の説明】
１０…ＴＦＴアレイ基板、２０…対向基板、１０Ａ、２０Ａ…基板本体、３０…画素スイ
ッチング用ＴＦＴ素子、５０…液晶層、４０、６０…配向膜、４１…第１配向膜層、４２
…第２配向膜層

【図１】 【図２】
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